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１．問題提起
　　母子生活支援施設は児童福祉法に基づいた児童福祉施設であり、利用者はＤＶ被害者、経済的困窮、子育て支援を必要としている等様々な状況で入所に至っている。緊急に避難しなければならないケースも多くあり、施設に対して迅速で的確な支援が求められている。どのような場合においても、母子生活支援施設入所希望者のニーズを、本人・入所委託機関・受け入れる母子生活支援施設の三者が共有し、共通理解に基づいた支援を進めていくことが大切である。しかし、多くの施設が入所に至る状況についてのアセスメントが不十分なままで受け入れているのが現状である。このアセスメントのばらつきが、入所時点からの支援に差を生みだしている。
また、母子生活支援施設は措置施設ではなく、利用者との契約によって入所が決定する仕組みであるが、福祉事務所によって入所基準が異なり、入所を希望しても入所できない母子世帯もある。施設利用期間についても、それぞれの福祉事務所で差が見られ、児童福祉の観点から入所の継続が望ましい世帯が退所せざるを得ない状況が生じている実態がある。
２．目的
入所を希望する母子世帯、入所が必要な母子世帯に対して、どの福祉事務所でも同じアセスメントが実施され、入所委託機関と受け入れ施設の連携により入所時から支援がスムーズに展開できるために、母子生活支援施設入所に伴うアセスメントのあり方を探ることを目的とする。
入所を希望する母子世帯に対して、どの福祉事務所の窓口でも的確に同じアセスメントが実施されるよう、アセスメントシートの作成を目指す。また、施設入所中及び退所にあたっても、関係機関で入所時からのアセスメントシートを活用することにより、支援課題の確認、入所の継続についての判断、あるいは退所後の生活の安定を図るための共通理解をしていく仕組みの構築につなげていきたいと考える。
３．方法
1 県内の母子生活支援施設（5施設）における過去5年間に在籍実績のある世帯を対象に、入所委託を行った各福祉事務所の入所に係るアセスメントの実態調査の実施
2 母子生活支援施設入所におけるアンケート調査実施
１）県内の各母子生活支援施設（5施設）に入所中の母親へのアンケート調査

２）県内の各母子生活支援施設（5施設）職員へのアンケート調査

３）県内各福祉事務所と県内各施設に入所委託している県外の福祉事務所のひとり親相談窓口担当者へのアンケート調査
3 県内の各福祉事務所の相談担当者へのグループインタビュー
4 先進的な行政機関に対する先進地視察
5 ①～④をふまえたアセスメントシートの作成
４．成果課題
母子生活支援施設の入所に当たって、アセスメントで得られた情報は利用者本人・入所委託機関・母子生活支援施設の三者が共有し、入所後に必要な支援について確認されていることが望ましい。
本研究で各関係機関・施設双方が利用しやすいアセスメントシートの作成を試みたが改正を繰り返しているうちに、母子生活支援施設職員はできるだけ多くの情報を欲しいと思っているが、相談を担う入所委託機関と施設側の思いとは開きがあることに気付いた。直接相談を受ける機関にすれば、相談者は何を求めているのか、どのような情報と資源が必要かを瞬時に判断し、必要な支援へとつないでいく作業の積み重ねであるため、活用できる情報の収集が必要であり、すべての情報の聞き取りは必要ないのである。またアセスメントシートは活用されてこそ意義があり、入所時、入所中、退所時、さらに地域での生活へとどのように活用していくのかが重要であり、今後の課題でもある。

退所時についての調査はまだ不十分ではあるが、利用者の意思、行政機関から示された入所期間により限定されてしまうことも多く、子どもの育ちを保障するためには、退所時期の検討や自立支援計画に基づいた検討が必要であり、そのツールとしてのアセスメントシートの共有化を図っていきたい。
本研究の調査では、利用者の委託元である福祉事務所からの要望・苦情の中に、母子生活支援施設側の課題として「支援の格差」があげられる。利用者が入所する施設を選択できない現状にあっては、「情報として、その施設ではどこまで支援してもらえるのかを相談者に伝えることができない」との意見があった。利用者支援の充実と支援の標準化を急がなければならない。

入所委託機関へのアンケートやグループインタビュー、先進地視察において「最後の砦が母子生活支援施設への入所」という回答もあったが、全ての母子世帯への支援の選択肢としての母子生活支援施設であり続けるために、支援の質の向上と標準化は急務であり、今後支援を必要としている母子世帯へ情報を届ける方法についても考えていきたい。
アセスメントにおける現状と課題は把握できたが、アセスメントシート完成には至っておらず、鳥取県内の相談機関内での統一したアセスメントシートの活用の実現に向けて研究を継続していきたい。

